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して各国の食文化に応じて多種多様な
試験条件で実施される。調理加工試験
の規模や難易度は，農薬の物理的化学
的特性，代表的な調理工程と副生成物
の生成量や取り扱いやすさなどによ
り，大きく異なる。例えば，十分量の
実残留試料の入手が可能で，かつ，炊
飯や煮豆のように代表的な調理工程が
明確な乾物試料の調理加工試験は，比
較的試験条件の設定が容易である。一
方，十分量の実残留試料の入手が難し
く，かつ，リンゴのように多種多様な
調理工程が想定される場合には，完全
な調理加工の試験条件の設定は難しい
場合も多い。

7. その他

土壌残留および水中残留等の環境残
留試験については，新規農水試験指針
において OECD 等の国際ガイドライ
ン準拠への記載変更はないので，本稿
では取り上げていない。しかしながら，
従前は作物残留試験等の記載を引用し
ていた分析値の取り扱いなどの詳細が
追加されている。これは，国内での各
種残留試験における分析値の取り扱い
の一部が，国際的な一般事項ではない
ことに対応している。具体的には，水
質汚濁性試験の試験方法や報告事項に

「分析は試料ごとに少なくとも 2 回行
う（通称：2 連分析）」や「分析値の
丸め方は JIS Z8401-2019 規則の規定
による（通称：JIS 丸め）」との記載
があるが，これに対応した海外報告事
例は極めて少ない。筆者の認識では，

海外の分析施設における残留分析は 1
点分析が基本である。そのため，新規
農水試験指針の発出を契機に残留農薬
研究所においては，環境残留試験を除
く各種残留試験は１点分析を標準操作
としている。ただし，分析対象物質の
安定性情報が不明な場合などは，従前
と同様に 2 連で実試料を分析する。実
残留試料の１点分析に関しては，国内
の残留分析者の一人として違和感を抱
いていたが，ブドウでの 2 連分析によ
る異常値の検出率評価により，残留試
験成績の信頼性を改善する効果は限定
的なことが確認されたため，国外の残
留分析関係者に 2 点分析による意義を
説明することは難しいと判断した。

8. まとめ

本稿全体で紹介してきたとおり，残
留試験を国際標準に準じて実施し，そ
の試験成績を国際標準様式で取りまと
めることは，国内で開発された農薬の
海外展開の促進，および国産農作物の
輸出促進に貢献することが期待され
る。農薬取締法の改正趣旨は，農薬の
安全性に関する新たな知見や評価方法
の発達を効率的かつ的確に反映できる
農薬制度へ改善することであり，この
改正にり OECD ガイドライン等の改
定等の国際標準の最新情報を的確に把
握して，各種残留試験を遂行すること
が，我々試験従事者の責務となった。
また，OECD Test No. 509 の冒頭に
は，規制当局はガイドラインにおける
各項目が全てのケースに適用できない

ことを認識しており，安全性試験成績
の申請者は，特定のデータを提出する
に当たり，どの情報が必要かを科学的
に判断すべきであると記されている。
そして，各種国際ガイドラインでは，
各地域の農業事情および食文化に応じ
た対応が必要となる場合も多いことか
ら，試験計画の詳細設定に迷う場合に
は，必要に応じて各国の規制当局と相
談することが推奨されている。

本稿冒頭では，農水試験指針の改定
に伴う各種残留試験の方法そのものに
大きな変更はないと紹介したが，試験
方法の詳細な運用変更については，本
項執筆時点では不明であり，近々にも
何らかの残留試験方法の詳細について
の運用変更が明らかとなるかもしれな
い。従って，本稿で紹介した残留農薬
研究所における解釈や対応事例は，こ
れから改善・確立されていく各種残留
試験の運用とは異なる部分が含まれる
ことをご承知おきいただきたい。本稿
が，このような状況下で，筆者のよう
に一抹の不安を抱きながら，残留分析
試験を遂行されている関係者の一助と
なれば幸いである。
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経営耕地面積規模別の農業経営体数と経営耕地面積の集積割合
（2020年農林業センサスから　その1）

　統計データから

表 -1　経営耕地面積規模別の経営体数（位：経営体）

経営耕地面積規模別の農業経営体数を表 -1 に示した。北海
道では，10 ～ 20ha 層が最も多く 18％，次いで 30 ～ 50ha
層が 16.9％，1 ～ 5ha 層が 14.2％で 100ha 層も 4％存在する。
また，1 経営体当たりの経営耕地面積は平均で 30.6ha であり，
都府県の 2.2ha の約 14 倍となっている。一方，都府県では，
0.3ha 層が 49％，1 ～ 5ha 層が 38.5％と大半を占めている。
また，経営耕地面積規模別に農業経営体数の増減率をみると，
5 年前に比べ北海道では 100ha 以上層，都府県では 10ha 以
上層での農業経営体数の増加が見られ，それ以下の層ではいず
れも減少している。

全国における農業経営体の経営耕地面積規模別に，経営耕地
面積の集積割合の 2010 年からの推移を表 -2 に示した。10ha 
以上の農業経営体が 55.7％を占め，5 年前に比べて 8.1 ポイ
ント，10 年前に比べて 14 ポイント上昇している。また，農
業経営体の 1 経営体当たりの経営耕地面積は 3.1ha で 5 年前
に比べ，21.5％増加している。この 3.1ha の経営耕地面積の
うち借入耕地面積は 1.2ha で，5 年前に比べ約 33％増加して
いる。このように農業経営体の減少が続く中で，規模拡大が進
展している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（K. O）
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表 -2　全国における経営耕地面積規模別の経営耕地面積割合（％）


